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《書評》
中山弘正『現代の世界経済」
岩波書店2003年刊
佐々木隆雄
１．世界経済は1990年代以降まさに激動の時代に入っている。８０年代に
｢ジャパン・アズ・ナンバー・ワン」ともてはやされた日本は，バブル崩壊
で長期不況に陥り，今もって脱出できないでいるが，対日経済戦争に勝利
したアメリカは90年代後半には経済繁栄を調歌し，世界で「一人勝ち経
済」の名さえ享受した。より長期的な体制的変化としてのソ連崩壊と冷戦
の終焉は，一方で旧社会主義国の苦難に満ちた市場経済移行と，そして人
種や文化の対立という古き問題の再現を生じた。他方では，今や唯一の軍
事超大国となり，経済力をも強化したアメリカは，覇者として世界に君臨
し，世界経済のグローバル化やさらには政治面での民主化をも推進ないし
強制してきたが，－極支配のもとでの傍若無人ともいえる「自由と民主主
義の帝国」の復活は，強大で自己主張の強い民主主義国の一方的利益の追
求への傾斜を意味するとともに，対外関係の歴史の中でほとんど傷ついた
ことのない建国以来の理念とキリスト教精神に裏打ちされたものでもあっ
た。このような世界潮流に対しては，反グローバリズムのうねりも生まれ
たが，９月１１日の同時多発テロはまさに「アメリカ帝国への報復」となっ
た。しかしこれを契機に展開するアフガン戦争・イラク戦争への動きは，
それまでの「アメリカ帝国」の一極支配の傾向の一層傍若無人な展開とい
う以外にない。
以上の記述は本書の「はじめに」にかなり基づいているが，本書はおお
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よそこのような1990年代以降の世界経済の展開を，「地球帝国アメリカ」
による世界経済の一極支配の形成という視点を中心に据えて，世界主要国
の国内の分析を交えながら描こうとするものである。世界経済のこの間の
激変をどのように理解するかは，社会科学や経済学における現代の重要
な，そして極めて大きなテーマであるが，優れたロシア研究者である著者
は本書においてこのような大問題に真正面から挑戦しようとしている。情
報過剰下で専門性という蛸壷に陥りがちな経済学者が多いなかで，このよ
うな大きなテーマに対する大胆な挑戦は注目に値する。
２．本書の内容の紹介に入ろう。本書の構成は，序章を「両大戦間期」
と設定し，その後に第二次大戦から1980年代までを考察する第１部歴史編
(第１章から第４章まで）と，1990年代以降を考察する第II部構造編（第
５章から第８章まで）とからなる本論部分があり，最後に終章「地球帝国
の終焉，世界経済のゆくえ」で締めくっている。
序章では，現在のグローバル化した世界経済の出現が，第一次大戦以前
に存在していた統合されていた資本主義的世界経済一当時はイギリスの
主導下で統合されていたのだが－への回帰という面をもっていることに
注目した上で，それがドイツのイギリスに対する挑戦による第一次大戦と
いう「最初の分裂」と，ロシア革命による第二の分裂との，「二つの分裂」
を経験したこと，そして二つの分裂で長らく引き裂かれた状態にあった世
界経済の冷戦終了によるアメリカ主導での「再統合」によって，９０年代以
降のグローバル化した世界経済が形成されたという。これが本書の基本的
視角である。
この第一の分裂は，その後大恐慌やブロック経済化で一層深刻なものに
なり，やがて第二次大戦による世界再編となるが，この過程で「地球帝
国」アメリカの誕生が見られ，それが序論のもう一つのテーマとなる。第
一次大戦によるアメリカの大債権国化や世界の金準備のアメリカへの集
中，自動車産業を中心とする大衆消費型産業構造の展開，アメリカに富と
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繁栄が集中する20年代のいわば－極的構造のなかでのアメリカ経済固有の
｢投機性･証券性」の暴走，そして大恐慌による崩壊，ニューデイール政策
でも救えなかった大不況の第二次大戦による克服，第二次大戦の過程で一
層明瞭になるアメリカの世紀の出現など，かなりはおなじみの議論が簡単
に展開される。そしておそらくは資本主義世界の再統合の方向`性を示した
｢地球帝国」アメリカの登場にもかかわらず，もう一つの資本主義対社会
主義の分裂もあって，世界経済の全面的統合の夢は長らく遠くに押しやら
れることになったというようである。
このような序論の展開を受けて，第１部の歴史編では，1980年代までの
戦後世界経済の歴史を，米ソの両体制間対立にかなり限定して論じる。戦
後から1950年代を扱かう第１章「社会主義の広がり」では，第二次大戦で
一層巨大な経済力を集中したアメリカが，両大戦間期と異なり「自覚的積
極的に」世界国家として振舞うようになり，基軸通貨ドルの金交換性を基
礎とする国際金融・貿易秩序ＩＭＦ＝ＧＡＴＴ体制を築きあげ，資本主義世
界の盟主として登場する。しかしアメリカの国際的パワーは，経済力では
とても資本主義国に及ばない「巨大社会主義圏の出現」（ソ連による東欧
の囲い込みと中国での共産主義政権誕生）によって大きな制約を受け，ア
メリカも東アジア等に反共の衛星国を作りこれと対抗していく。世界は二
つの体制の対立によって引き裂かれるが，この間に進行する旧植民地の独
立も，この対立によって影響を受ける。戦後期には共産主義の影響力は先
進国国内でも侮れないものがあったが，特にスターリン批判以降，共産主
義への「熱狂」も色あせ始める。
1960年代から70年代前半を扱う第２章「｢経済成長」競争とヴェトナム
戦争」では，西側では，日本の高度成長や西欧の戦後復興がアメリカの経
済力の相対的低下と国際収支の悪化やドル過剰をもたらしていき，ヴェト
ナム戦争がその傾向を一層助長して，戦後構築された資本主義体制の後退
にいたること，東側の社会主義圏でも，東欧での市場社会主義を巡る論争
やチエコ事件，さらには中ソ対立などの亀裂が表面化する過程を論じる。
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特にここで重視されるヴェトナム戦争については，民族独立と共産主義と
の二つの大義が表裏一体となっていたヴェトナム問題を，共産主義の拡大
として一面的にしかしか捉えられなかった世界帝国アメリカが，10余年の
介入の結果敗北を喫したものとしている。著者はアメリカ自体の「国家破
綻」になる前に撤退した点に「民主主義のダイナミズム」を認めている
が，ヴェトナム戦争の代価は特にアメリカ帝国に大きかった。戦争による
ドル流出や金準備減少の結果ドル危機が深まり，金ドル交換性に基づく
ＩＭＦ体制の崩壊となり，アメリカ産業競争力の後退ともなった。その上，
反戦運動の高揚やリベラリズムの興隆のなかで，伝統的社会関係の崩壊も
始まり，一時的とはいえ地球帝国の精神面への打撃さえ生じた。
７０年代中末期を対象とする第３章「オイルショック，スタグフレーショ
ン，膨張するソ連」では，ドル減価への反発としての73年のＯＰＥＣによ
る石油ショックが世界経済に及ぼした影響や，国際政治面では対外関与を
減らすアメリカと，それに代わるソ連のアフリカ，南米，さらにはアフガ
ニスタンへの進出が論じられる。オイルショックは先進国の高成長時代を
終わらせ，高失業とインフレーションを伴うスタグフレーションに陥らせ
たが，その脱却には省資源型産業構造一旧来型重工業の「重厚長大型」
からエレクトロニクス産業を含む「軽小短薄型」－への転換が求められ
た。これにもっとも成功した日本は産業競争力を強めて80年代にアメリカ
産業を脅かすが，共産主義国がこの転換にはるかに遅れたことが後のソ連
崩壊の重要な一因になった。西欧経済もオイルショックの影響は大きかっ
たが，その中でも経済統合への歩みは続けられた。途上国でも70年代の経
済は明暗を分けた。膨大な石油収入を入手した石油産出国は一時的な利益
を享受したが，それを堅実な産業力に変えるだけの能力のない国では，社
会の歪みを生んでかえって政治的不安定を増すことにさえなった。また，
石油ショックは中南米諸国の累積債務問題を生じたのに対して，東アジア
では，新興工業国の本格的経済発展がこの時代に進展して，世界の注目を
浴びたという。
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アメリ力の政治的後退後のソ連の膨張は，ＩＣＢＭやＳＬＢＭの増強によ
るミサイル面での対米均衡の構築などを基礎に，物的人的支援から軍事的プレゼンスにいたる多様な形で，インドシナ，アフリカ，中南米など広範な地域に及ぶが，アフガニスタンへの軍事介入もその延長上にあった。ソ連の膨張はやがてアメリカ側の反発を引き起こすことになるが，共産圏内部でも中ソ対立などの亀裂が拡大していった。
第４章「｢冷戦」のゆきづまり」は，８０年代のレーガノミックスとペレ
ストロイカ，そして冷戦の終結を論じる。アメリカではキリスト教原理主義の拡大を含む反リベラリズムの潮流に乗って，「強いアメリカ」の復活を掲げる保守派のレーガン大統領が登場し，インフレ抑制のための大金融引締め，限界税率引き下げのための大減税，福祉抑制，政府規制緩和などの「小さな政府」の政策を行うが，対外目的ではSDIなどハイテクへ兵器に傾斜する軍拡など「大きな政府」を求め，この矛盾が双子の赤字（財政赤字に基づく対外赤字）と対外債務国化をも引き起こしたという。外交面では軍拡を基礎に「悪の帝国」ソ連を包囲し追い込んでいく政策をとるが，経済外交では80年代の最大の経済的脅威となった日本経済の押さえ込み政策をとり，日本の自壊の要素もあって，結局は対日経済戦争に勝利することになる。ソ連の崩壊やＯＰＥＣ石抽戦略の破綻もあって，アメリカー極覇権の展望が開け始める。
ソ連は，長年の集権的計画経済体制の矛盾と，過大な対外関与のもとでのアメリカの新冷戦の圧力やポーランドの連帯運動などにより，経済的政治的に窮地に陥りつつあった。それを打開するためにゴルバチョフは85年にはペレストロイカを唱え，軍縮への転換，市場メカニズムの本格的導入，さらには政治の自由化にもふみ切ったが，自由化はやがて圏内の共和国の独立，さらにはロシア国内での共産主義体制の崩壊にいたることになり，こうして冷戦体制の崩壊となった。この間東側と対時していた西ヨー
ロッパは，新冷戦のもとで強まった核戦争の危機のなかで結束を強めていき，ＥＵ統合に向けて着実に前進しつつあった｡
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３．第５章から第８章までの第二部構造編は，９０年代以降の世界四地域の叙述に当てているが，アメリカー極支配の形成という視点から，第５章｢アメリカ」にはかなりの力点がおかれ，本書全体のページの４分の１を占める。ここではソ連崩壊や日本経済の長期不況などが生じるなかで一極支配を手に入れるアメリカの国内経済の分析がなきれるが，９０年代初頭の｢債務激増・地盤沈下」から後半の「再生･好景気へ」への大転変をフォロ
ーした後で，「あやうい一極覇権」で締めくくっている。９０年代初頭ないし前半については，レーガン期から持ち越した双子の赤字や対外債務の累積，産業競争力の後退など，アメリカ経済の「衰退と地盤沈下」が強調されるが，９０年代中末期に早くも国際面でのアメリカ経済の顕著な復活となった要因としては，一つはやや後に記されている80年代以来のアメリカ産業の「再工業化」の努力，一つは日本経済の自滅などの外部要因（といってもアメリカの経済外交要因も背景にあり）や，平和の配当などを重視しておられるように見える。平和の配当では国内投資と軍事費とが資金吸収面を中心にトレイド・オフの関係にあるという「デイグラス・カーヴ」ないし「デイグラス理論」を持ち出して，８０年代の停滞と９０年代後半の投資ブームの重要な背景に軍事費の増減の問題（一部は技術者など重要資源の配分の経済的影響も指摘する）があるというようであ
る。９０年代中末期以降については，日本の経済敗戦，ソ連崩壊と平和の配当などに酔いしれるアメリカのインフレなき長期拡大の様相を，株式ブーム，ハイテク投資ブーム，消費ブーム，久方ぶりの労働力不足経済や連邦財政黒字の出現，労働生産性上昇率の回復，国際競争力の回復などに焦点を当てて叙述する。同時に家計貯蓄率の顕著な低下，ハイテクに偏った経済拡大や，アメリカそのなかでもごく少数者への世界の富の集中といったアンバランス，ブームの中での労賃騰貴，経済繁栄のアメリカにも世界にやや遅れて「ゼロの時代」（デフレ時代）が到来するという予感などが’
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長期拡大の問題点とされる。特にアメリカの一人勝ち経済や金融を含めた
アメリカ主導のグローバル化のもとで，家計貯蓄の異常な低下と投資ブー
ムは,既に「ゼロの時代」に入りつつある外部世界から膨大な資金をアメ
リカに引き寄せて「資本市場の限界」を拡大しているが，2000年のバブル
崩壊によるアメリカへの「ゼロの時代」の到来で，「資本市場の限界」の表面化が－極覇権構造とそれによって再統合された世界経済の破綻に至る可能性を示唆するようである。
第６章「アジア諸国」では，ＮＩＥＳ・ＡＳＥＡＮ諸国，日本，中国を扱うが，概してマイナス面が強調される。これまで世界経済での優等生としてもてはやされていたＮＩＥＳ･ＡＳＥＡＮ諸国は，自国通貨の実質対ドル・リンクの下で，バブル崩壊で行き場を失った日本の資本の大量流入等にも支えられて，９０年代にバブル的経済拡大を躯歌していたが，９７年には外資の急速な引き揚げによって，一転して金融経済危機に陥った。その後景気循環面での立ち直りはあるとはいえ，それはホットマネーの再流入等によるもので，本格的な回復はキャッチアッフ・工業化に伴う「開発主義」体制や「日本的成長モデル」からの卒業を不可避とすると断じている。
日本については，当然ながら現在の平成大不況が主要なテーマとなるが，不況は単なるバブル崩壊の結果だけではなく，明治以来の権威主義的「開発体制」のゆきづまりによるもので，その点でＮＩＥＳ･ＡＳＥＡＮの問題と本質的に同じと見ているようである。具体的には橋本寿朗氏の「労働分配率上昇」による「利潤圧迫メカニズム」という説を引き合いに出して，それが「開発体制」の結果であるというような説明（筆者には理解困難だが）をしている。そして日本の長期不況自体は，これまでの「働きすぎ」の経済を反省するいい機会であるという。
中国経済については，著者もその好調さは十分に認めていて，日本の数％という賃金水準を武器に膨大な直接投資を世界から引き寄せつつ，「世界の工場」Ｉこのし上がっている実態を調査体験を交えながら叙述する。同時に，今なお増加する巨大な農業人口を抱える巨大な経済圏のゆえに，箸
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しい経済格差の生じていること，さらには中国にも今やデフレ時代が到来
しつつあることなどを懸念している。後者については，銀行の不良債権の
深刻さも含めて，キャッチアップ過程にある中国が「ゼロの時代」の先端
を行く日本と同じものを早くもはらんでいるとして，複雑な二面'性がある
という。
第７章「ヨーロッパ諸国」では，ＥＵ統合の後を振り返りつつＥＵ経済
の現状を紹介し，また東欧経済の市場経済移行の問題点を論じる。戦後の
欧州経済統合の動力としては，米ソ対立の谷間での没落感からくる危機意
識とともに，キリスト教文化を共通にもつという歴史的連帯感を強調して
おり，それがアメリカとの関係を伴うイギリス対欧大陸の対立，独仏対
立，さらには多様な個別文化的対立にもかかわらず，統合が進展してきた
理由としていることが注目される。市場経済移行の問題では，新古典派的
市場万能論に基づくショック療法で経済崩壊が生じたロシアと比較すれ
ば，東欧諸国の市場経済移行はまだましだったとして，その理由を歴史に
おける資本主義体験の差異に求めている。しかし東欧でもＩＭＦ主導の移
行政策の失敗は随所で見られ，国によって差異はあるが，移行過程の困難
を増幅した。経済水準の大幅な落ち込み，高失業，高インフレ，犯罪の増
加，やみ経済の拡大，外資の支配とそれに対する反発などがそれである
が，現在では東欧経済も概してかなり落ち着きを見せつつあり，ＥＵ統合
への参加が視野に入りつつある。
最後の第８章「ロシア・アフリカ・中南米など」では，ロシアが中心に
論じられる。ロシアはソ連時代からの核遺産のゆえに，いまなお一定の国
際政治力を維持しているが，前述の市場経済移行戦略の失敗による経済崩
壊もあって，経済力はそれに不釣合いなほどに低下してしまい，いまや発
展途上国に転落した。－人当たりＧＤＰもいまや’千ドル余りとさえいわ
れ，インフレや失業増加等による生活水準の悪化，平均寿命の大幅低下，
自国資本の国外流失と対外債務の増加，ドル化や非貨幣取引の増加，（経
済）犯罪の激増などが見られ，貿易構造は化石燃料輸出中心の途上国型
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で，労働力も劣化し，農業生産力の脆弱化等による格差の拡大も大きく，官民合体型の擬似資本主義の構造が続いて非効率である。最近一定の安定を取り戻しつつあるとはいえ，とうてい挽回できない痛手を負ってしまっ
た。
以上の第II部構造編でアメリカをはじめとして世界各地について論じた後，本書は「地球帝国の終焉，世界経済のゆくえ」という予言めいた終章で締めくくられる。ここであらためて「地球帝国アメリカ」の世界支配を批判して，金ドル交換'性停止以降，基軸通貨の特権を利用していくら借り入れをしても痛くも痒くもないというハドソンの「米国債本位制」がまかり通るようになり，冷戦終焉後には世界の経済，政治，軍事を自由に操る支配力を手に入れている。しかもその精神は「原理主義キリスト教」であり，聖書の精神に反して「邪教の国」に一方的に軍事力の行使を行使して，紛争を撒き散らしているという。しかしその帝国の末路も後わずかとなっている。バブル崩壊でやがて地球帝国アメリカの経済がデフレと長期不況のうちに崩れ去っていくからである。
アメリカと世界の長期不況は著者にとっては歓迎すべきことである。それはアメリカ帝国の基盤崩壊の点のみでなく，グローバル経済化による環境破壊のために人類死滅の重大な危機が目前に迫っているとの認識から，「死への駆け足行進」をやめて，先進国が経済活動を大幅に引き下げて「過剰富裕化」以前の水準に戻すための，わずかな息継ぎの時間を得るためである。こうして「時は縮れり」という聖書の言葉をもって本書は終わる。
４．以上の筆者なりの紹介からも伺えるように，本書はほぼ90年代の世界経済の動向を，世界帝国アメリカのグローバル化する世界経済での－極覇権の形成という視点で把握し，しかもそれを19世紀以来の世界経済の統合，分裂，再統合という広い歴史的視野の下で分析し叙述しようとするものである。それとともに，世界帝国の終焉と人類の環境破壊からの救済と
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いう予言者的な結論をも打ち出しており，本書は全体として大胆にして雄
大な構想と，予言者的断定とが交じり合った，独特のものとなっている。
前者の分析の面では，現在進行中の複雑な世界経済の大変動に対して，
明確な視点の下で政治経済を含めた総合的で大胆な分析を試みるという著
者の態度自身に，最初に敬意を払わなければなるまい。細部の詮索に必ず
しもとらわれずに大局をつかむという姿勢を維持することは，現代のよう
な複雑化した社会では特に必要とされるが，しかし学問の専門化と'情報過
剰化の進む現代社会ではこれは容易なことではない。この困難に挑戦しよ
うとする著者の志と姿勢は十分に評価されてよかろう。
本書の基本的視点である「二重の分裂」からの再統合という視点は，ユ
ニークであるとともに，一定の評価に値するものであろう。前述のように
著者は90年代の世界経済の統合を，通説である東西分裂からの世界経済再
統合という面だけでなく，東西両方の内部での分裂からの再統合でもある
としている。もっとも，後述のように，評者にはこの視点には一定の疑問
もあるが，アメリカ主導のグローバル化という事態の理解を深める点で注
目されよう。
本書は最近のアメリカー極支配構造の形成と展開に焦点を当てた世界経
済論であるが，歴史分析を含む点でも，対象地域の広さの点でも，経済分
析に限定されないという点でも，現在の世界経済をまさに総合的に捕らえ
ようとしていることに特徴がある。これには著者自身のこれまでの社会主
義経済や冷戦や平和問題の研究が基礎になっていることはいうまでもない
が，新たにアメリカ経済の研究にも大きく踏み込んでおり，さらには軍
事，政治，宗教にまで視野を広げて論じようとしている。このような広い
視野の結果，例えばアメリカの政治を動かす原理主義的キリスト教の力と
か，欧州統合の背景にあるキリスト教の影響力とか，世界経済論としては
新鮮な説明が見られるし，地域的広がりの点では，著者の専門である旧社
会主義国や中南米などについての興味深い政治経済的説明も，評者にとっ
て新鮮に感じられる。また，当然ながら，ヴェトナム戦争の評価とか，７０
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年代のソ連の膨張とレーガン軍拡さらにはそれに対するソ連の対応とか，東西対立の歴史記述は興味深い。
このような世界経済論研究のために著者は多大の努力をなされている。
そのためには著者自身の研究のほかに，膨大な関連文献に目を通して，各
文献の結論部分などを紹介しながら自説を展開しようとしており，これ自体かなり大変な作業であったと思われる。もっとも，文献紹介にかなりの
力点をおいた結果，著者の論点が必ずしも明確に伝わらないところ６なく
はない。利用する文献はかなりの程度類似の傾向をもつものではあるが，相互に主張が必ずしも一致しない諸文献が紹介されるために，論点がやや
分りにくくなるなどの問題が無いとはいえないからである。とはいえ，一人でこれだけ包括的な著書を書いた著者の多大の努力に敬意を表すべきで
あろう。
このような雄大な研究は－面で著者の宗教的立場によって支えられてい
るように見える。世界帝国アメリカの横暴に対する著者の怒りも，原理主義とは異なるキリスト教者の立場によって強められているように思われ
る。しかし著者の宗教的立場は，それゆえの一定の偏りをも生じている場合もあると思われるし，また特に本書の予言者的結論をもたらしている。良かれ悪しかれ両者は一体となって存在するものであるようで，ここに本書の独特の`性格がある。
本書の結論における終末論的発想や，特に予言者的な断定の部分につい
ては，本書のほとんどを占める世界経済の分析の部分とかなり断絶してい
るという感じがあるために，率直に言って奇異な感じが否めない。経済学者はいかなる価値観や宗教観を持ってもいいが，学術的論文や書物を書く場合には，自己の価値観等からできるだけ自由でなければならないという一種の常識からかなりかけ離れていると思われるからである。このような常識からの逸脱がいかなる理由によるかは必ずしも明らかではないが，いずれにしてもこれが本書の一つの特徴であろう。
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５．以上のように本書の分析には多くの優れた点があるが，本書の論点
については当然ながら多くの疑問もあるので，以下にそのいくつかについ
て論じよう。
まず，全体の論旨では，二重の分裂からの再統合という視点は，ユニー
クでありまた一定の評価もできるが，評者にとって容易には理解できない
面もある。著者の主張は，９０年代のアメリカ主導での世界経済再統合が，
社会主義諸国の資本主義化とともに，資本主義圏ないし旧社会主義圏の内
部分裂からの再統合をも意味するものであると理解される。評者の関心の
深い資本主義国間で言うと，前述のように著者はドイツの台頭による第一
次大戦の勃発をもって世界経済の最初の分裂とし，ソ連の形成という第二
の分裂と対比させている（序章)。評者もそこまでは同感であるが，資本
主義国間の分裂が終わるのが果たして90年代なのであろうか。
常識的には第二次大戦によって政治的な面での決定的分裂は終わり，経
済面でも戦後のブレトンウッズ体制のもとでの国際経済の復活によって一
応の再統合は終わったのではなかろうか。もちろん，１９６０．７０年代でも，
資本主義国間にシステム面での差異や経済面などでの対立とか'土残るが，
その点では統合された世界経済が存在したという第一次大戦前とて同様で
あったであろう。また，８０．９０年代のかなりはアメリカ主導で進む（先進
国途上国両方での）国際資本移動の自由化とか，ＷＴＯに結実する貿易自
由化とかが，資本主義国間の統合を一層進めたことはたしかであるが，そ
れを圏内分裂からの再統合というのは強すぎるのではないか。もっとも，
日本経済の経済敗戦によるアメリカ的システムへの接近やNIES･ＡＳＥＡＮ
のアジア危機後の経済体制の変動などは，経済再統合という面をもつとい
えるかもしれないが，これの評価の確定にはもう少し時間が必要なのでは
なかろうか。さらに，ごく最近のイラクをめぐる政治的対立はもちろんの
こと，国際通商面や環境政策面等での欧米対立の深刻化など，先進国間の
分裂が大きくなっているのも見逃せない。いずれにしても，本書の重要論
点である二つの分裂からの再統合の意味は，もう少し具体的に展開される
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必要があるのではなかろうか。
世界帝国アメリカの－極支配とその横暴さという著者の中心論点につい
ては，かなり多くは評者も共感を覚えるところである。たしかに，アメリ
カへの経済力の集中は90年代にある程度進んだし，特に歴然となった軍事面での－極支配構造はアメリカの全般的な影響力を高める上で重要な役割を果しているであろう。国際機関を通じる支配力とあいまって，金融証券市場面であれ，企業経営面であれ，アメリカの－極支配の傾向が強まった
ことも事実である。そして－極構造は，キンドルバーガーのいう「覇権安定理論」よりも，むしろ「覇権収奪理論」に近い状況をもたらしたことも否定できないであろう。
しかし’９０年代の世界経済の大変動をもう少し長い歴史のなかで眺めるとすれば，少し違った見方もできるのではなかろうか。日本のバブル経済崩壊，冷戦の終焉と資本主義の勝利，東南アジアの金融経済危機，それらによって生じた部分的な権力の空白，これらがほぼ同時に出現したために，アメリカは「歴史の終わり」の幻想に酔い，国内では株式バブルを発生させ，対外的にはマニフェスト・デステイニーの復活と相成った。アメリカ以外の世界も事態の激変に対応できないままにアメリカの支配の拡大を容易にした。しかし２１世紀の開始とともにアメリカ経済のバブル崩壊，同時多発テロの発生などで，９０年代幻想は色あせつつあるし，開発途上国を含む多くの国での反米感｣情や反グローバリズムの高まりもあって，「ワシントン゛コンセンサス」もかなりは過去のものとなりつつある。イラク戦争という形でのアメリカの一方主義の暴走は，９０年代幻想というよりもっと深いアメリカの伝統的姿勢の発現という面があろうが，アメリカの国力をもってしてもアメリカが泥沼に入り込みつつあるという印象は免れがたいであろう。このように見るとき90年代の事態の評価という点で，やや違った見方もありうるのではなかろうか。
また，アメリカへの経済力集中という構造も著者はやや強調しすぎではないかと思われる。たしかに先進国におけるアメリカの経済的地位は実質
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経済成長などの面では簡単には後退しなないかもしれないが，他方ではア
メリカの経常収支赤字の継続や大債務国への転落は，ユーロ出現の世界経
済の下では，少なくとも長期的にはアメリカの経済を蝕んでゆくであろ
う。ハドソンの「米国債本位制」は注目すべき説ではあるが，それとて永
続するとはいえないであろう。さらに著者はアジア特に中国経済の扱いが
軽いように思われる。中国が様々の問題をかかえていることは指摘の通り
であろうが，好むと好まざるとに関わらず，この巨大な経済圏の潜在力に
はもっと注目しなくてはなるまい。中国のアメリカへの挑戦は，８０年代の
日本経済の挑戦とは比較にならない対立をもたらす可能性があろう。これ
らの点からもアメリカの経済力の慎重な評価が必要ではないかと思われ
る。
６．個別の論点については，評者が多少とも専門にしているアメリカに
限定して論じてみよう。
その場合断っておかなければならないことは，著者は評者の書いたもの
を含めてアメリカ経済の先行研究に多くを依存しているが，著者が書こう
とする最近のアメリカ経済動向について十分な研究はまだない。したがっ
てここで述べる疑問の少なくとも一部は，先行研究自体の限界でもあるこ
とである。
アメリカ経済が90年代に大きく転換して「一人勝ち」経済の様相を示す
に至る原因については，著者の理解は常識的に見てほぼ妥当ではないかと
思うが，ただ「デイグラス・カーヴ」の強調については疑問が残る。この
カーヴは一国の軍事費と国内資本投資との間に資源配分面でのトレイド・
オフ関係があることを前提して，その点から一国の経済成績を説明しよう
とするものである。しかし，第一に資本投資の対ＧＤＰ比と経済成績（実
質経済成長率としておこう）との間には，少くとも最近では必ずしも明確
な相関関係はない。投資は経済にとってコストなのであって，一定の成長
率を達成するには高いより低い投資比率で達成した方が効率的であること
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はいうまでもない。第二に，アメリカで軍事費対投資のレイド・オフ関係
がどこまであったであろうか。社会主義国では軍事費と国内投資はいずれ
も政府によって行われるから，トレイド・オフは直接的であろうが，アメ
リカではトレイド・オフはあるとしても間接的一軍事支出の減少による
財政収支の改善が金融市場の状況の改善によって企業投資を促進するというような－でしかない。事実の問題としても，６０年代以降80年代までの
アメリカの軍事費の減少は基本的に福祉国家的財政支出の拡大によって吸収されたから，軍事費と企業投資とのトレイド･オフは基本的になかった。福祉国家の成熟が軍事費の振替によって実現したところにアメリカの特徴があった。また，レーガンの軍拡は財政赤字の拡大を通じて金融市場を圧迫したとはいえ，金融市場の国際化の下でそれは対外借り入れの拡大によって金融されたから，懸念された国内投資のクラウド・アウトはほとんど生じなかったというのが通説であろう。９０年代の平和の配当は，たしかに財政収支の改善一金融市場での金利の低下を通じて投資を促進した面はあったであろうが，評者はアメリカ経済のバブル的拡大に対しては，平和の配当よりもソ連崩壊によるアメリカ資本主義の勝利感の方が大きな影響を与えたのではないかと思っている。いずれにしても，「デイグラス．カーヴ」は慎重に扱うべきであろう。
経済変動の未来予測は厳密には不可能ではあるが，著者のアメリカ経済の近未来予測（予言）に付いても一言すべきであろう。著者は株式バブル崩壊によってアメリカ経済が長期不況に陥り，アメリカによって再統合された世界経済も同様の運命にあるといいたいようである。これは－面で著者の「願望」に基づくものであろうが，日本のバブル崩壊後の状況に影響されているためかもしれない。しかし，あえて私見を述べれば，たしかにアメリカの今回のバブルはアメリカ史上最大の株式バブルではあろうが，日本の80年代後半のバブルに比べれば，その相対的規模（それぞれのGDPに対するバブル期の資産価格上昇総額の比率で見て）はかなり小さい。その上，日本のバブルは，土地資本主義とか株式持合い構造とかの以
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前は有効に働いていた制度を清算すべき局面において，それらの遺産を拡
大してしまったことが，バブル崩壊の結果を一層深刻にしてしまった。こ
れに対して，アメリカのバブルはそのような問題を基本的に持っていなか
った。その他の事,情を含めて，アメリカのバブル崩壊が日本の平成不況の
ような深刻な事態をもたらす確率は，もともと小さいと思われた。評者は
5年程度の低成長を伴う中期の調整期間はそれでも必要ではないかと予想
していたが，実際のアメリカ経済は今のところこの予想よりも順調であ
る。もちろん，これは何よりもブッシュ政権と連邦準備制度による異常な
拡大政策の結果であり，バブル崩壊対策後遺症は対外赤字の拡大ととも
に，今後のアメリカ経済に重くのしかかるであろう。しかしそれでもバブ
ル崩壊がアメリカ経済と世界経済の長期不況をもたらすとはいいにくいの
ではなかろうか。
７．個別論点のコメントはこれで終わりにするが，最後に経済成長に対
する価値観の分裂とでもいうべきものについて，一言しておくべきであろ
う。この点は本書に対する疑問というよりは，評者を含めて多くの経済学
者にとっての問題というべきであるが，本書の終章において終末論的発想
と経済成長に対する否定的見解が率直に出されていることから，ここで問
題とする。著者は終章において，経済成長に対して環境破壊の面から強い
危機感を示し，馬場宏二氏の説を引用しながら，人類の死滅を促進する
｢グローバル化と過剰富裕化」の道を断ち切って，先進国の生活水準をた
とえば－人当たり５０００ドル以下に切り下げるべきであるといわれ，その点
から著者の予想するアメリカ・バブル崩壊後の世界長期不況に，一種の救
いを求めているようである。
著者の主張には誇張があるとはいえ，ここに示される経済活動による環
境危機への重大な懸念には十分な根拠があろう。しかし本書の分析の部分
で，たとえばロシアや東欧諸国の市場経済への移行過程に見られた生活水
準の大幅な切り下げを悲惨と感じている著者と，長期不況の下で生活水準
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を大幅に切り下げることに一種の救いを求めるかのような著者との，両者をどのように調和させればよいのであろうか。読者はこの点に当惑を覚え
るであろう。日本で－人当たり5000ドルまで生活費を比較的短期間で切り
下げれば，おそらく体制移行期のロシア等と同等ないしそれ以上の悲`惨を
状況が生じるであろう。評者は決して経済成長至上主義者ではないが，経済成長が－面で人間生活のいくつかの問題を解決しつつ，他方で新たな難問を作り出している，その両面を十分に評価しなければならないと思って
いる。そして将来の処方菱を描く場合には，この点は決して忘れてはなる
まい。経済成長に対する価値観の分裂のようなものが現実にあり，その分裂をどのように調和するかは，大変に重要で深刻な問題であり，現実は現実として直視しなければならないであろう。
再度断っておくが，この点は著者に対する批判というべきものではな
い。評者を含めて多くの経済学者は論文を書くに当たってこの問題をしば
しば逃げているから，本書の率直な態度はむしろ賞賛されるべきかもしれない。そして率直さのゆえに鮮明になったことで，ここで取り上げたわけである。
(性）なお，この書評の執筆にあつたっては，直前に届いた岡田裕之氏の同じ書物に対する優れた書評（明治学院大学『PRIME』No.18）から，有益な示唆をいただいたことを断っておく。
